
第７章 鳥取県Ａ中学校 

第７章 鳥取県 A 中学校 

－総合学習づくりと研究活動を核とした学校づくり－ 

 

 平成 11 年４月に着任した前校長のリーダーシップのもとで、総合学習を中心とした教育

課程開発と研究活動を通じての教職員の育成を核として、保護者・地域との関係づくり、

学校自己評価システムの構築などに精力的に取り組み、保護者・地域の支持・支援を受け

て、生徒の成長が図られ、ポジティブな教師文化が形成されている中学校である。前校長

の転出後も、取り組みと成果は現校長のリーダーシップのもとで継続・発展している。 

 

 

１．調査の方法 

 Ａ中学校について２回の訪問調査を行った。 

 

第１回目訪問調査 

(1)日時 

 2004 年９月 10 日（金） 午前 10～12 時 

 

(2)聞き取り調査の対象者 

 Ａ校長 

 Ｂ教務主任 

 Ｃ人権教育主任 

 

(3)収集資料 

  『学校要覧（平成 16 年度）』 
  『学校案内（平成 16 年度）』 
   人権教育全体計画（平成 16 年度） 
   学校評価システムの捉え方・学校評価 
   学校経営診断カード 
   「ふるさと TIME」自己評価表 
  学校祭アンケート 
  平成 15 年度第１回学校一斉公開アンケート集約 
 

第２回目訪問調査 

(1)日時 

  2004 年 12 月１日（水） 午後１～３時 

 

(2)聞き取り調査の対象者 

 Ａ校長 

 Ｂ教務主任 
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(3)収集資料 

 平成 15・16 年度倉吉市中学校教育振興会指定研究「自ら学ぶ力を培う教育課程の創造」 

報告資料 

  評価カード（国語科、数学科、社会科、保健体育科） 
  評価カード確認票 
  「２００４年度総合的な学習：ふるさと TIME & 久米 TIME とは」 
 

 また、Ａ中学校に以下に紹介するさまざまな新しい取り組みを導入して、改革を導入し、

先導したＢ前校長（現在、県教育委員会の参事監・人権教育課長）も訪問してインタビュ

ーした（2004 年９月 10 日）( )1 。 

 

 

２．学校の概要 

 Ａ中学校は、鳥取県中部にあるＡ市の南西部に位置する。創立は戦後の昭和 22 年である。 

 平成 16 年度の生徒数と学級数は、第１学年は 63 人、２学級、養護学級１、第２学年は

62 人、２学級、第３学年は 79 人、２学級の、計 204 人、７学級となっている。生徒は３

小学校から入学してくる。通学区域が広く、10 ㎞以上を自転車通学する生徒も２人いる。

寄宿舎が校内に設けられており、数名の生徒が入っている。 

 教職員は、校長、教頭の他に、教諭 13 人（男７人、女６人、少人数指導加配１人、同和

教育加配１人）、養護教諭１人、講師２人、非常勤講師１人、教員補助１人、心の教室相

談員１人、事務職員１人、舎監１人、司書１人、学校主事１人、寄宿舎調理員１人、の計

26 人である。 

 周辺地域は農山村地帯であり、Ｂ前校長によれば「保護者、地域の学校教育への関心は

高く、温かい理解と協力を得ている。( )2 」通学区域内に同和地区があって、急傾斜地崩壊

防止対策事業を勝ち取った解放運動の歴史があり、同和教育に積極的に取り組んでいる地

域でもある。 

 

 

３．学校教育目標と学校経営の重点事項 

(1)学校教育目標 

 Ａ中学校の学校教育目標の内容と構図は、図１に示すとおりである。学習指導要領と県

教育委員会および市教育委員会の教育目標を踏まえ、生徒と保護者・地域の希望・期待や

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
(1)ちなみに、Ｂ前校長を、兵庫教育大学大学院の筆者の授業『学校指導職論』（2005 年

１月 11 日実施）にゲストスピーカーとして招いた。この時、Ｂ前校長によって提供された

資料も、以下の記述の参考資料とした。 
(2)Ｂ前校長「自ら学ぶ力を培う教育課程の創造－『学びの姿勢』を育てる総合的な学習の

実践と評価－」 
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ニーズを把握して、「教育目標」とそれを簡潔に表現した「本校のめざす生徒像」が明示

されている。そして、目標とめざす生徒像を実現できる学校と教師の姿が「魅力ある学校

像」と「教師像」として示されている。 

 注目されるのは、教育目標とめざす生徒像から直接的に研究のテーマと内容が導かれる

構図となっていることである。そうした研究に学校全体で取り組むことによって、学校の

新しい教育や学習をつくり、教職員のレベルアップを図ることによって、めざす生徒を育

成し、目標を達成しようとしているのである。本校の特色の一つは、教職員の研究活動が

学校経営の中核となっていることである。 

図１ 学校教育目標 
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(2)学校経営の重点事項 

 学校経営の基本構想が図２のように示されている。そこには、学校教育目標（直接的に

は「魅力ある学校像」）を実現するための重点事項が、①教育課程の創造、②教職員の資

質の向上、および③教育環境の活用と改善、の３点に焦点化されて示され、各重点事項の

活動内容（取り組み）が具体的に設定されている。重点事項３項目は、別頁では「本校教

育の経営方針」とも表現されている。 

 

図２ 学校経営の基本構想 
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４．「総合的な学習の時間」づくりをベースとした教育課程経営 

(1)教育課程の構造 

 Ａ中学校の教育課程の全体構成は、図１の教育課程編成構造図のようになっている。 

 

図３ 教育課程編成構造図（平成１６学校案内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)時間割編成 

 授業の時間割は表１に示すように、15 週、10 週、10 週の年間３期を単位に編成され、

総合的な学習の時間が２～３時間のオープンエンドで実施されるなど、それぞれの期間内

で弾力的に運用される。 

 

表１ 年間３期での時間割編成と授業時間配分 
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 １日の授業時間の配分の仕方（生活時間のつくり方）には大きな特色があり、表２のよ

うに、午前３時間、午後３時間で編成されている。これは、学校といえども人間の生活す

る社会であり、12 時には昼食をとって生活リズムを世間の慣習に合わせるべきであるこ

と、Ａ中学校は産業・職場や文化施設から離れた郊外（農山村部）にあり、郊外における

午後の総合学習の活動の時間を往復時間を含めて確保する必要があることによる。また、

これを導入したＢ前校長には、それまで多かった短縮授業をさせない、50 分授業を守らせ

るとの思いもあったとのことである（午前３回の授業時間を短縮すれば、昼食時間が早く

なりすぎる）。 

 学校も一般社会の慣習に従うべきとの考えから、授業時間（生活時間）の区切りをチャ

イムで知らせることを行っていない。２時間連続の授業は途中で休みを取る必要はなく、

休み時間の到来を知らせるチャイムは邪魔になる。Ｂ前校長によれば、ノーチャイムの導

入には、教員に所定開始時間の５分前行動をさせるというねらいもあった。また、緊急時

を除いて、とくに必要のない限り、校内放送は流されない。 

 

表２ １日の生活時間 
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(3)「総合的な学習の時間」づくり 

 

1)ねらい 

 Ａ中学校の教育課程の特色は、なんといっても、学校と保護者、地域の特性を生かした

総合的な学習の時間が開発され、成果をあげていることである。総合学習のねらいは、「人

間尊重－いのち・人権」を基盤において、生徒の体験と創造活動を通して総合的な力や豊

かな心を育み、「学び方」を身につけさせることにある。 

 

2)内容 

 総合学習の内容は、「ふるさとＴＩＭＥ」、「くめＴＩＭＥ」、「みちＴＩＭＥ」から

構成されている。 

 ふるさとＴＩＭＥは、学年単位のグループ学習の形態をとり、文字どおり、ふるさとに

焦点をあて、ふるさとの課題を使って学び方を学び、生きる力を身につけることをねらい

とする。内容は３年間の積み上げとして構成されており、各学年のテーマは次のようにな

っている。平成 16 年度は、３学年とも年間 50 時間があてられている。 

 

・１年「ふるさとのぬくもりを求めて～高齢者とかがやき合う町づくり」 

・２年「ふるさとのくらしを見つめて～魅力あるＡのくらし～」 

・３年「ふるさとのほこりを求めて～Ａ地区の人権を守る取り組み～」 

 

 くめＴＩＭＥはより自主的で多様な学びを促す、学級を単位とした個人学習の実践であ

る。学年ごとに個人学習のテーマが設定されており、各学年のテーマは、１年「私と環境」、

２年「私の国際理解」、３年「私の生き方」となっている。平成 16 年度は３学年とも年間

20 時間が割りあてられている。 

 みちＴＩＭＥは進路についての学習であり、豊かな心を育む生き方を学ぶ。平成 16 年度

は年間 15～50 時間があてられている。１年生は仲間づくりとコミュニケーション能力の育

成、２年生はディスカバリーウィーク（夏休み前の７月上旬に１週間実施される勤労体験）、

３年生では進路に関する調べ学習や面接の練習、高校訪問等が行われる。 

 

3)方法 

 総合学習における生徒の学びの過程は、図４に示す６ステップから構成される。各段階

では、特別活動的な要素やイベント的活動は抑えられ、課題設定型の学習が追求される。 

 教科・領域との関連については、総合学習において用いられる学習スキルおよび育成さ

れる能力と、教科・領域における能力との関連がマトリックス化される。具体的には、各

教科の目標に準拠した観点別評価表のなかで、総合学習の学習スキルと育成される能力と

の関連性が明示される。そして、各教科・領域においても、学び方（課題設定、情報収集、

情報の選択加工・伝達）のスキルトレーニングが行われる。 

 ふるさとＴＩＭＥの成果は学校祭（２日間）において、くめＴＩＭＥの成果はくめＴＩ

ＭＥフォーラムにおいて発表・発信される。 

 

- 87 -



第７章 鳥取県Ａ中学校 

図４：総合的な学習の流れ 

 

 

 

4)評価 

 総合学習における評価は、３種類の生徒による自己評価によって行われる。生徒の自己

評価は、①毎時間の振り返り、②学習の各ステップでの観点別評価（６ステップのうちの

３ステップで教師との対話・面談が行われる）、③総合ポートフォリオについての教師と

の面談を経ての、総括的な観点別の４段階評価、である。表３は、ある生徒についての評

価表である。 

 以前には、ケーススタディ評価が行われていた。ケーススタディ評価は、各学年の１割

程度（10 人前後）の生徒を、学力、学習意欲、協調性、人間関係、人権意識などを観点に

抽出し、担当教師が、当該生徒の毎時間の活動意欲や態度、言動、活動内容を記録し、累

積し、「課題の学び方」の深まりを分析するものであった。その結果は、抽出生徒の学習

支援や教師のガイダンスなどの改善に活用されていた。現在では、ケーススタディ評価の

発想や手法は、後述の「学習カルテ」に受け継がれている。 
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表３ ふるさとＴＩＭＥ 自己評価表 

(4)教育評価システム 

 Ａ中学校の教育評価法はユニークである。生徒の学習状況の評価は、中間テストや期末

テストは廃止され、単元ごとに行われる。表４のような評価カードが各生徒について用意

され、それぞれの単元について評価規準にもとづいて観点別評価（Ａ、Ｂ、Ｃの３段階）

が、また各単元についての取り組み状況が評価され、それらを総合して５段階評定が行わ

れる。学期に２回、評価カードは生徒と保護者に提示される。学期末ごとに保護者に提示

される通知票の必修教科の欄には、年度末にはじめて年間の総括評価と評定が記載される

（指導要録に転記される）。 

 なお、平成 16 年度は、生徒の学力を、総合的な学習、教科（必修・選択）、および特別

活動等と関連させて総合的に把握するための、生徒個々人についての「学習カルテ」が試

験的に作成されている。 
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表４ 評価カード（社会科、第１学年） 

 

(5)その他の特色ある教育活動 

 他にも、特色ある教育活動が実施されている。選択教科は、２年生で国語、社会、英語、

音楽、美術、体育、技術、家庭について 70 時間、３年生でこれら教科に数学を加えて 120

時間行われている。 

 Ａ中学校の教育活動の基調に同和教育・人権教育があり、人権教育の全体計画が作成さ

れ、年間を通して実施される。また、すべての教育活動は「人間尊重の精神－いのち・人

権」や「人権教育としての教育」を基盤に展開されることになっている。人権としての教

育をすべての生徒に保証するために、とくに、数学、英語、理科、技術家庭、保健体育に

おける少人数授業、習熟度別指導、ＴＴなどの多様な学びの方法が取り入れられ、確かな

学力の定着がめざされている。 

 仲間づくり、コミュニケーションづくりのために、入学直後の１年生を対象に２泊３日

の集団宿泊訓練を実施する。これは学校行事として行われ、そのために他の行事が削減さ

れた。 

 

 

５．研究推進委員会と運営委員会を核とした組織運営 

 Ａ中学校の組織運営にはいくつかの特色がみられる。 

 図１の学校教育目標の構造図に示されているように、統一テーマの研究を全校的に推進

することが学校教育目標の達成と直結しており、研究推進が学校経営の中心に位置づけら
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れている。したがって、組織運営において研究推進の組織が大きな比重を占めることにな

る。これが特色の１つである。 

 図５は研究組織の構造図である。校長・教頭の下に全員参加の研究職員会が置かれ、授

業研究部、学び方研究部、総合的な学習研究部の３部の研究部がつくられている。研究推

進委員会は、研究の企画立案を行って研究職員会に提示する。 

 

図５ 研究組織 

 

 ２つ目の特色は、校長、教頭と、５人の主任（教務主任、学年主任、人権教育主任、生

徒指導主事、事務主任）から構成される運営委員会が学校の意思決定の中心に位置づけら

れているということである。運営委員会において事実上すべてが決定される。全教職員参

加の職員会（職員会議）は基本的に報告の場であり、運営委員会において決まりにくい議

題などに限って、必要に応じて広く意見を吸い上げる場としても活用される。とはいって

も、運営委員会での決定をすべて押しつけのではなく、職員会での意見を入れて変更され

る（改善される）余地を少し残した形で職員会には提案される。 

 ３つ目の特色は、教務主任、学年主任（１学年２学級であるので必置ではない）、生徒

指導主事、保健体育主事、人権教育主任、研究主任、進路指導主事など、学校の規模に不

釣り合いな数多くの主任等が置かれている。これは、Ａ現校長によれば、「学校を回して

ゆくのに各分野・部署における中間層の教職員の積極的な関わりが不可欠であり、そうで

あるならば、その役割を担う人材を最初から決めていた方がよい」という考えによる。ま

た、Ｂ前校長は、こうしたポジションに就けることによって学校経営のミドルリーダーや

トップリーダーとなる人材を育成することを意図していた。 
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 ４つ目の特色は、各分掌部に属するひとつ１つの業務を、多くの業務について１人の教

員が担当していることである。これは、校務分掌の編成方法として「一人一役」ないし「一

分掌一主任」の原則がとられていることによる。Ａ校長とＢ教務主任はその導入理由を次

のように説明した。同じ仕事を複数の教員で担当すると、互いに相手任せとなり、責任の

所在がはっきりしなくなる。その業務のすべてが１人の教員に任されることにより、責任

の所在が明確になるとともに、責任感が醸成され、職務遂行能力が向上する。各教員は必

要に応じて、校長、教頭や関係の主任に相談することができる。各教員の単独業務にもと

づくプランは最終案ではなく、運営委員会や職員会に提案され、そこでさらに精製される。

こうした提案を行う機会がすべての教員に与えられることは、一層の職能成長を促す。し

たがって、一人一役方式に利点はあっても弊害はない。 

 他にも、１学級２人制（正副担任）や大部分の教員が３全学年の授業を担当するなど、

学年セクトの発生を防いで組織の開放性・協働性を高める工夫や、職員朝会を週１回に減

らしたり、稟議制を会議運営の主たる方法とするなどのタイムマネジメントを行って、教

員が生徒に接する時間を増やすことにより生徒の学習環境を豊かにする工夫もなされてい

る。 

 

６．開かれた学校づくり 

 Ａ中学校は学校改善の戦略として、開かれた学校づくりを積極的に推し進めてきている。

まず、総合的な学習の時間の中心的活動である「ふるさとＴＩＭＥ」は文字通り、地域の

伝統・文化や自然、生活で表される「ふるさと」を題材としており、ふるさとの各地に出

かけて現地調査を行ったり、ふるさとの人材が活用される。すでに述べたように、ふるさ

とＴＩＭＥの活動の成果は、学校祭において地域に対して発信される。図６は、平成 16

年度の学校祭（2005 年 11 月 13～14 日）における２年生のグループ発表のテーマである。 

 

図６ 学校祭における２年発表の「ふるさとＴＩＭＥ」のテーマと内容 
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 学校公開は常時行われており、保護者や地域の人々はいつでも学校にきて授業を参観で

きることになっている。しかし、常時公開はかえって来にくくなるようでもあるので、Ａ

市指定の春・秋３日間とＡ中学校単独指定日を合わせて計 10 日間をとくに公開日として設

けている。 

 地域と一体となった学校づくりを進めるため、「学校経営連絡協議会」（現在は「学校

評議員会」）が平成 11 年９月という早い時期から設置され、以来年３回開催されている。

当初は、委員数 20 名という大所帯であり、ＰＴＡとともに学校の広報の役割を引き受ける

ことが期待されていた。20 名の委員ではひとり一人の意見収集に手間取るなどしたため、

平成 16 年度からは５名となった。 

 後述のように、Ａ中学校では学校自己評価のシステムも整備されており、その一環とし

て、保護者や学校評議員による外部評価も行われ、その結果は学校づくりに生かされてい

る。また、学校の情報をさまざまな方法によって保護者や地域に発信することも積極的に

行われている。とりわけ、説明責任を果たすためにとくに作成されたパンフレット『学校

案内』はカラー刷りで情報がわかりやすく、コンパクトに整理されており、情報発信の手

段として保護者の評判がよい。 

 Ａ校長によれば、こうした取り組みを通じて、地域住民のＡ中学校への厚い信頼が築か

れている。地域住民の生活にも溶け込んでおり、もしこうしたＡ中学校の開かれた学校づ

くりの諸活動をやめるようなことになれば、地域からの抗議が殺到し、地域がそれを許さ

ないところにまで強固な関係が築かれているという。 

 

 

７．教職員の育成 

 Ａ中学校では、教職員の力量の向上にも力が注がれている。すでに述べたように、研究

活動が学校経営の中核となっていて、研究組織が構築されている。各教員は各研究部や研

究推進員会に所属して研究活動を行うことにより、力量向上を図っている。 

 また、具体的な力量向上策として、全教員が年１回以上の研究授業を行うこと、２年単

位の校外研修の計画を立て、学校予算を優先的に投入して、より多くの教員を個性化教育

や総合学習などの優れた実践事例の現地調査に出向かせることを行っている。１人の教員

が２年間に少なくとも１回は事例調査に行き、その成果は必ず校内で報告することも行わ

れていた。 

 むろん、上述のような特色ある充実した総合学習を開発し、実践することが力量向上に

自ずとつながる。 

 Ｂ前校長によれば、このようにして身につけた、総合学習や、教育評価方法、学校評価

システムなどに関する力量が他校に異動して発揮されるとすれば、それはＡ中学校で獲得

した教師の「パテント」であるという。 

 

 

８．学校自己評価システム 

 Ａ中学校では、図７のような学校自己評価システムが構築され、機能している。学校評

価の目的は「行為責任の明確化のため」と「めざす学校の姿や生徒像にどう近づくことが
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できたかという視点で振り返り、次の教育活動を創り出すこと」とされ、取り組みを自ら

評価することによって、結果責任・説明責任を果たすとともに学校改善を図るという学校

自己評価の本質が正しく捉えられている。評価システムでは、図７に示すように、ＰＤＣ

Ａのプロセスのなかで、自己評価、外部評価、情報提供、および評価結果の公表が不断に、

連続的・連関的に行われるようになっている。外部評価と情報提供は、学校の自己評価の

客観性を高めるとともに、保護者・地域の学校運営への参画を促進するためである。評価

結果の公表は、学校が評価結果を受けて何をするかの方策・施策の提示を中心に行われる。

このように、Ａ中学校では、組織マネジメントの発想と手法をもとにした学校自己評価が

行われているといえる。 

 具体的には、内部評価として①学校経営診断、②校務分掌診断、③授業評価、外部評価

として④生徒による学校評価、⑤保護者による学校評価、⑥学校評議員（学校経営連絡協

議会委員）による学校評価、⑦学校公開における保護者・地域住民による学校評価、とい

う多様な方法がとられ、多面的・複眼的な評価となっている。たとえば、表５はある学校

評議員（学校経営連絡協議会委員）による評価結果を、表６は保護者用のアンケートの評

価項目と評価結果を集計したものである。 

 

図７ 学校評価システム 
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表５ 学校評価アンケート（学校評議員用） 
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表６ 学校評価アンケート（保護者用） 

 

 情報提供と評価結果の公表は、①各種学校通信（学年・学級だより等）、②学校公開、

③学校行事公開、④ホームページ、⑤スクールボランティア、⑥地域行事への学校の参画、

⑦学校評議員会、⑧ＰＴＡ総会、⑨学年懇談会、⑩地区別懇談会、というきわめて多様な

方法・機会を用いて行われている。 

 既述した、学校の経営方針や、重点事項、特色ある取り組みを要約してわかりやすく記
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載した『学校案内』というカラー刷りのパンフレットを毎年作成し、配布している。ちな

みに、平成 15 年度の学校案内では、授業改革推進事業を受けて、取り組む指導方法ととも

に、数値化された到達目標を明示している（表７参照）。 

 これら各種評価と情報提供の時期は、表８に示すように、年間計画にあらかじめ明示さ

れている。評価計画の立案や実施、改善策の立案は、図７にもあるように、運営委員会に

よって行われる。 

 

表７ 基礎学力の定着と学力の向上を図るための授業改革推進支援事業 

 
表８ 学校評価の年間計画 
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９．成果、成功要因、課題 

(1)成果 

 Ａ中学校のこうした改革や取り組みは、どのような成果となって現れているか。筆者の

インタビューしたＡ校長とＢ教務主任は、次のような成果を明言した。それは、生徒、教

師、そして学校と保護者・地域との関係にみられる成長や改善である。 

 生徒にみられる変化をＡ校長とＢ教務主任は次のように語った。「当初は少なからずみ

られた、荒れている生徒、授業を投げている生徒が本当になくなってきている。理解力の

かなり低い子供でも、投げずに何とかしようとするようになってきている（Ｂ教務主任）。」

「たとえば３年生は、総合学習をしっかりやったことによって、入試直前の３ヶ月間をし

っかり自分から頑張る力がついている（Ａ校長）。」要するに、総合的な学習の時間にお

ける子ども主体の活動や各教科における少人数指導、習熟度別指導などによって、子ども

ひとり一人にねばり強さや頑張り抜く力が養われているということである。こうした生徒

の成長は「生きる力」の基盤となる能力が身についていることを意味するものであろう。 

 生徒の成長は、個人についてのみでなく、次のように生徒集団や生徒間の人間関係につ

いても感じられていた。「学年間、クラス間で敵対し合うのではなく、お互いの健闘をた

たえ合う。隣のクラスが頑張ったら喜び合う。結局、『宝』はそこかなと思う（Ａ校長）。」

「お互いがお互いの良さを発掘し、認め合って、交換するような雰囲気ができている。こ

のようなことに、我々も効力感を感じている（Ａ校長）。」「できない子はできない子な

りに一生懸命の姿勢を見せれば、周りがその子を認め、発表の機会を与えたり、発表を促

すなど支援する（教務主任）。」生徒が互いを尊重し、認め合い、助け合う雰囲気が醸成

され、すべての生徒が臆せず活動できる学習環境が形成されているのである。主に、Ａ中

学校の教育活動の基調である、年間を通して実施される同和・人権教育や、１年生の２泊

３日の集団宿泊訓練の効果といえよう。 

 教師にとっても、Ａ中学校は、Ａ校長によれば、やりがいのある学校であり、教師のや

る気が雰囲気となって現れている学校である。この地域の他の学校はそうではなく、この

地域や県内の教職員から一目をおかれている学校でもある。このような積極的雰囲気や評

判は、すでに述べたように、研究活動を核とした学校経営によって教職員の職能成長が図

られているところからもたらされている。要するに、Ａ中学校では、教職員の職能が向上

するという成果がみられるのである。 

 結果として、Ａ中学校はやる気のある教師に人気の高い学校となっている。Ａ校長はそ

のことを次のように表現した。「ここでの総合学習を学びたいなど、転入を希望する他校

の教師はいる。おそらく他県で行われている公募制が導入されれば、本校を希望する教師

は多数いると予想される。一方、転出を希望する教師はいない。出たくないという気持ち

をもっている教師が多い。よそに行くと楽ができるとの思いはあるであろうが、自分の実

践の結果として生徒の変化や成長が、また自分の成長や充実感が感じられるので、また互

いに励まし合い、評価し合って、学校をよくし、自らを成長させようとする雰囲気がある

ので、どうしても出て行きたくなということになるようである。」 

 もう一つの成果は、保護者や地域の支持と支援を獲得したということである。総合学習

のふるさとＴＩＭＥの地域における生徒の活動と交流、学校祭でのその発表、学校公開、

さまざまな方法・機会を捉えての情報発信、外部評価、学校評議員会などを行い、それら
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が地域や保護者に受け入れられ、地域に溶け込むまでになっている。 

 

(2)成功要因 

 以上のようなＡ中学校の改革とその成果をもたらしている要因は何か。次のような要因

を、インタビュー内容と諸資料の分析から抽出することができる( )3 。 

1)新しい学校づくりに向けてのＢ前校長のリーダーシップ 

 最大の要因は、平成 11 年４月にＡ市教育委員会から着任したＢ前校長の強力なリーダー

シップであるということができる。Ｂ前校長によれば、５年前の赴任当初は、授業エスケ

ープなど生徒指導上の問題が多々あり、ふるさとを愛することや人の痛みを感じることの

弱い生徒の実態があった。こうした状態を改善すべく、Ｂ前校長は就任直後から改革に着

手し、新しい学校づくりに向けての斬新な取り組みを矢継ぎ早に提示し、実行した。主な

取り組みを時系列的に整理してみよう。 

①平成 11 年４月、着任と同時に、鳥取県教育委員会の平成 11・12 年度新教育課程研究推

進校（研究主題「自ら学ぶ力を培う教育課程の創造」）を受け、研究活動を中核とした学

校づくりに着手。 

②平成 11 年５月、男女混合名簿を導入。 

③平成 11 年７月、ノーチャイムを実施。 

④平成 11 年７月、学校教育目標とめざす生徒像を更新し、新たに図１のものを制定。 

⑤平成 11 年９月、学校経営連絡協議会（学校評議員）を設置。 

⑥平成 11 年 11 月、校内文化祭（２日間）で全生徒が総合学習「ふるさとＴＩＭＥ」の成

果を発表。 

⑦平成 11 年 11 月、Ａ中学校ホームページを開設。 

⑧平成 12 年４月、１日の授業時間の配分を午前３時間、午後３時間に変更。 

⑨平成 14 年２月、くめＴＩＭＥフォーラムで学習成果を公開。 

⑩平成 14 年４月、平成 14 年度基礎学力の定着と学力の向上を図るための授業改革推進支

援事業「少人数指導を生かした個に応じた授業の在り方」に着手。 

⑪平成 14 年 11 月、校内文化祭を発展させた「学校祭」を開催。 

 このような取り組みを導入し推進するＢ前校長の基本的なねらいは、改革の必要性を教

職員に理解させ、その意識転換と人材育成を図ることであった。教職員に取り組ませるの

みでなく、同時に、校長の活動を教職員に評価をしてもらい、肯定評価が 20 パーセント以

下のものについては改善策を提示した。 

 これらの取り組みが軌道に乗るにつれて、Ｂ前校長によれば、生徒が自信をもつように

なり、進学実績・進学率があがった。そうすると、親と地域の評価が変わった。成果・実

績のあがったことが保護者と地域の支持・支援を得ることに直結した。それはまた、教員

の自信や誇りにつながったという。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
(3)県教育委員会からもＡ市教育委員会からも、予算や教職員人事面などで、他校にはない

特別の配慮や支援は何もうけなかった。したがって、教育委員会の支援を改革の成功要因

にあげることはできない。 
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 ところで、Ｂ前校長は、このようなアイデアの創出力と実行力をどのようにして身につ

けたのであろうか。Ｂ前校長は２点をあげた。一つは、県教育委員会の指導主事としての

指導経験を通じて幅広い視点や豊富な人脈を得たこと、もう一つは県内外の学校の優れた

実践事例を積極的によく見てきたことである。また、Ｂ前校長自身がＡ中学校の卒業生で

あることも、改革への情熱を支えたという。 

 

２）研究主任・教務主任の連携 

 改革はトップリーダーの校長のみでは難しい。Ａ中学校はミドルリーダーも充実してい

る。各主任への適所適材の配置が行われてきた。とりわけ、その中核となる研究主任・教

務主任の連携が実践の要となっている。 

 １１年度に教育研修センター（現在は教育センターと改称）での２年間の長期研修から

復帰したＢ教諭が研究主任に就任し、ベテランの教務主任、情報教育の研究の中心となっ

てきたＣ教諭と連携して教育課程の改革に着手した。１２年度からはＣ教諭・Ｂ教諭が教

務と研究の各主任の立場で連携し、総合的な学習を中心とした実践をさらに積み上げてい

った。１４年度からは、Ｂ教諭が教務主任となり、新たな研究主任との連携で、授業改善

・評価法の研究も本格的になっていった。  

  小規模校ではあっても、研究主任・教務主任を兼務とせず、それぞれの研修経験・得意
分野を生かして議論を重ねる中で自校の進むべき道を探求していったことが、現在のＡ中

学校の実践を作り出している。 

 

3)継続要因 

 改革は導入することよりも、継続することがはるかにむずかしい。強力なリーダーによ

って研究指定を受けるなどしてさまざまな取り組みが創始され、一定の成果を上げても、

そのリーダーや取り組みを支えた主要な教職員が去ると、すぐにもとの状態に戻ってしま

うケースが少なくない。Ａ中学校では、改革に着手し、推し進めたＢ前校長は５年間の在

任後、県教委に転出し、Ａ現校長が平成 15 年４月に着任した。しかしながら、Ａ中学校の

場合は、さまざまな取り組みは継続し定着し、一層の成果があがっている。この点でもき

わめて注目すべき、優れた事例というべきである。 

 では、継続や定着をもたらしている要因は何か。Ａ校長とＢ教務主任のインタビュー内

容から、次のような要因を導くことができる。 

 

ａＡ現校長のリーダーシップ 

 Ａ現校長もリーダーシップを発揮している。しかし、そのスタイルはＢ前校長のそれと

は大きく異なる。Ａ校長もこれからの学校経営の在り方をよく理解し、前任の校長の着手

した改革や取り組みの意義と必要性を認めている。それを受け継ぐことを表明しながらも、

むしろそれを継続・発展させるためには違うやり方が必要であることに気づき、実行した。 

 Ｂ前校長の転出直後、つまり現校長の着任直後の去年の春先には、場合によっては反論

の声も封じ込めながらトップダウンで推進した前校長への反動が現れ、少し楽になりたい

というような意見が出てきた。そこで、Ａ校長は、いろんな意見を気軽に出せるような、

全部吐き出して何でも自由にいえるような雰囲気の会合を設けることにした。そのなかで、
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自由に議論して、これまでの取り組みが、きつく大変な仕事ではあるけれども、今後の学

校のあるべき姿をめざす先導的な試みであることなど、これまでの改革の意義を再確認す

ることにより、意欲的な雰囲気が一層出てきた。それも自主的・主体的に取り組もうとす

るような空気が出てきた。また、Ａ校長は教職員とのコミュニケーションを心がけ、職員

室に出かけていって、保護者や地域からの評判をそれとなく伝えて、教職員の意欲と自信

を喚起したり、明るい前向きの雰囲気づくりにつとめた。 

 教職員は前校長時代の取り組みを通じて職能成長しており、そうした成長を見越してこ

のような尊重と対話のリーダーシップ・スタイルを取ったことにより、取り組みと成果が

継続し、発展していると考えられる。 

 

ｂポジティブな教師文化の形成 

 このような研究活動と教育活動の積み重ねのなかで、教師が進んで学習する雰囲気や、

互いに成長するという雰囲気が醸成されていることをＡ校長もＢ教務主任もしっかりと感

じている。こうした教師文化の形成されていることも、継続・発展の要因といえる。 

 異動してきた教師に対して、教務主任と学年主任が時間をかけた入念なオリエンテーシ

ョンを行う。Ａ中学校の総合的な学習や単元ごとの評価システムなどの特色ある取り組み

に慣れるまでには、１学期間は少なくとも要するそうであるが、オリエンテーションを受

けＡ中流の実践に慣れるなかで雰囲気に適応し、教師文化に馴染むことにより、自然に積

極的に学習するようになる。 

 また、新しいメンバーが入った際、そのメンバーの経験や得意分野を生かした新しい研

究テーマを積極的に取り入れてきたこともポジティブな教師文化の形成につながってい

る。前研究主任はＡ中学校での２年間に、小学校での勤務経験をいかし、きめ細かな学習

指導や指導案の様式などについて積極的に提案を行った。現研究主任は教育におけるコン

ピュータの活用について内地留学の経験があり、単元毎の評価システムや学習カルテの作

成と活用について研究の中核となっている。若手メンバーもそれぞれの教科や興味・関心

・特技を生かして、総合的な学習や選択教科の指導に個性をいかしている。 

 

ｃ「支援者」、「監視者」としての保護者と地域住民 

 既に述べたように、地域や保護者からのこれまでのＡ中学校の取り組みに対する強力な

支持が形成されている。もし、総合学習における地域活動や学校祭における発表などを止

めたり、変えたりすれば、保護者と住民は違和感や抵抗を示すであろうとＡ校長は予想す

る。たとえば、３年生の学校祭の発表をみて、１、２年生の親は３年生を超えるために我

が子に何をさせたらよいのかというような会話しているそうである。地域における中学生

の活動から、その明るい元気な姿を住民が見ることで、明るい話題を提供され、地域は元

気をもらっている。要するに、これまでの取り組みが保護者や地域に根付いており、地域

・保護者はそれの支持者であると同時に、いい意味で変節の監視役にもなっており、それ

も継続の要因となっているいえる。 

 

(3)課題 

 このように成果のあがっているＡ中学校にも、いうまでもなく課題はある。Ａ校長は「多
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忙さ」を指摘した。 

 総合学習における特色ある取り組み、創意工夫された評価方法、学校祭などのさまざま

な行事など、多様で充実した活動や取り組みを行っているために、教員の実際の勤務時間

が長く、忙しいということである。ある年度の１学期教育反省では、「勤務時間に関係な

く生徒への指導が熱心である」という肯定的評価の反面、「連日、９時過ぎまで残って仕

事をするのが常態化している」、「学期末の土・日に 10 人以上も朝から晩まで出勤して仕

事をしなければならない状況は、やはりひどい（代わりの週休は事実上とれない）」など

の実態があり、「早く帰れるようにしましょう」、「よるの会が続かないように調整して

ほしい」などの要望が出されていた。 

 多様な取り組みを限られた教職員数で遂行しなければならないのであるから、自ずと多

くの時間を要し、教職員は多忙となる。Ａ中学校の総合学習などにおいて扱われる内容は、

前年以前のものの繰り返しや踏襲ではなく、毎年更新され、常に新しいテーマにチャレン

ジすることになっている。実にすばらしいことではあるが、それをやり遂げるためにはさ

らに多くの時間を必要とする。 

 ただし、Ａ中学校の場合は、教職員は、意味の感じられないことをやらされているので

はなく、進んで学習する雰囲気のなかで、地域・保護者に支持・支援され、生徒と自身の

成長を実感している。その点で「多忙」は事実としてあっても、「多忙感」は強くないと

考えられる。しかし、それでも、取り組みの精選や取捨選択、より一層の合理的な役割分

担・人員配置などの措置を講ずることが、取り組みを継続し、成果をあげてゆくためには

必要であろう。                           

 

 

注 

(1)ちなみに、Ｂ前校長を、兵庫教育大学大学院の筆者の授業『学校指導職論』（2005 年１
月 11 日実施）にゲストスピーカーとして招いた。この時、Ｂ前校長によって提供された資

料も、以下の記述の参考資料とした。 

(2)Ｂ前校長「自ら学ぶ力を培う教育課程の創造－『学びの姿勢』を育てる総合的な学習の
実践と評価－」 

(3)県教育委員会からもＡ市教育委員会からも、予算や教職員人事面などで、他校にはない
特別の配慮や支援は何もうけなかった。したがって、教育委員会の支援を改革の成功要因

にあげることはできない。                     （加治佐哲也） 
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